
木造住宅密集地域の解消に向けた取組木造住宅密集地域の解消に向けた取組

東京都 都市整備局

市街地整備部 防災都市づくり課
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１ はじめに

～木造住宅密集地域

２ 延焼遮断帯の形成

３ 市街地の不燃化整備

４ 木密地域不燃化10年プロ
ジェクト

本日の内容本日の内容
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はじめにはじめに

木造住宅密集地域の分布

防災都市づくり推進計画
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JR中央線

JR山手線

木造住宅密集地域の分布木造住宅密集地域の分布

都内 約16,000ha
（23区面積の約25％）

老朽木造建築物が高密度に、山手線外周部に
ドーナツ状に分布
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防災都市づくりの基本的な考え方

防災都市づくり推進計画防災都市づくり推進計画

○市街地の不燃化
 生活道路の整備

 防災上有効な公園等のオープン
スペースの確保

 建物の不燃化・耐震化

○延焼遮断帯の形成
 都市計画道路の整備

 沿道建築物の不燃化

防災生活圏
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防災都市づくり推進計画防災都市づくり推進計画

延焼遮断帯の設定

整備地域、重点整備地域の指定
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延焼遮断帯の形成延焼遮断帯の形成
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•建物の不燃化

•空地の確保

•道路整備

防災生活圏の安全性を確保 震災時の大規模市街地火災の防止

延焼遮断帯の考え方

延焼遮断帯の形成延焼遮断帯の形成

防災生活圏内部の市街地
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事例紹介～延焼遮断帯の形成～事例紹介～延焼遮断帯の形成～

都市計画道路の整備

市街地火災の延焼防止効果のある都市計画道路を
整備

整備前 整備後

【補助第46号線・目黒本町３丁目付近】



1
0

事例紹介～延焼遮断帯の形成～事例紹介～延焼遮断帯の形成～

沿道建築物の不燃化

不燃建築物への建替えに対する助成

【荒川区 小台地区】

整備前 整備後
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事例紹介～延焼遮断帯の形成～事例紹介～延焼遮断帯の形成～

道路整備と一体的に進める沿道まちづくり

整備前 整備後

都市計画道路計画線

建物の共同化 残った土地で建替え

拡幅整備された生活道路

都市計画道路（延焼遮断帯）の整備

残地を購入して建替え

事業実施地区

東池袋地区（豊島区）

（補助第81号線）

鐘ヶ淵地区（墨田区）

（補助第120号線）

土支田・高松地区（練馬区）

（補助第230号線）

十条地区（北区）

（補助第83号線）

目黒本町地区（目黒区）

（補助第46号線）

 道路整備に合わせて、沿道の効率的な土地利

用の促進

 民間活力を活かしながら、地元の意向を反映

した沿道での建物の共同化などを促進

【整備前】 【整備後イメージ】
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事例紹介～延焼遮断帯の形成～事例紹介～延焼遮断帯の形成～

都有地活用プロジェクト（世田谷区池尻二丁目）

整備前

 都有地を公募で選定した民間事業者に売却、共同住宅を整備

 都市計画道路の整備に伴う移転対象地権者に、優先的に分譲

【共同住宅の整備後】
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市街地の不燃化市街地の不燃化
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主要生活道路沿道等
での建替支援

除却費・設計費・工事費
の一部を助成

公園整備
（＋耐震性貯水槽等の設置）

コミュニティ住宅の整備

除却費・設計費・工事費
の一部を助成

老朽建築物の共同
建替の支援

主要生活道路の整備
（道路の拡幅や電線地中化）

細街路の整備

市街地の不燃化市街地の不燃化

整備のイメージ

新防火規制 地区計画
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事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～

主要生活道路の整備

 避難や消火・救援活動を行う上で重要な主要生活道路を整備

 その沿道建築物の不燃化・耐震化の建替えを促進

整備前の道路幅

整備前 整備後

【墨田区 京島地区】
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公園の整備

 地域コミュニティの場となる防災上有効な公園・広場の整備

 耐震型の貯水槽等を設置し、防災活動拠点機能を確保

整備前 整備後

【練馬区 江古田地区】

整備前 整備後

事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～
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老朽建築物の共同建替え支援

 未接道等により建替えが困難な地区で、地元住民が自治体

の助成制度を活用し、共同建替えを実施

整備前 整備後

【新宿区 若葉・須賀町地区】

整備前 整備後
整備前 整備後

事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～
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防災街区整備事業

 老朽化した建築物を除却し、防災性の高い

建築物及び公共施設の整備を行う事業

 権利変換による土地・建物の共同化を基本

としつつ、個別の土地への権利変換を認め

る、柔軟かつ強力な事業手法

事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～

都内での実績

京島三丁目地区（墨田区）

（0.2ha H22事業認可）

関原一丁目地区（足立区）

（ 0.4ha H22事業認可）

板橋三丁目地区（板橋区）

（ 0.4ha H18事業認可 H22完了）
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防災街区整備事業

板橋三丁目地区
防災街区整備事業

板橋三丁目地区

事業組合認可日：
平成１９年３月２６日

事業目的：
老朽化した木造住宅を除却し,建
物の共同化を図ると同時に,災害
時に有効となる避難路や公園の
整備を行う。

地区面積：約0.4ha
敷地面積：約2,065㎡
個別利用区：約490㎡

建物規模：
RC造：地下１階／地上２３階
高さ：約８３ｍ
建築面積：約 1,020㎡
延床面積：約15,430㎡

主な用途：
住宅(1３９戸),店舗,公共施設
立体駐車場(約80台)

総事業費 約６９億円

土地建物所有者数：６１名
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防災街区整備事業

板橋三丁目地区
防災街区整備事業

板橋三丁目地区
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防災街区整備事業

関原一丁目中央地区
防災街区整備事業

関原一丁目中央地区

事業施行認可日：
平成２２年４月１３日

事業目的：

老朽化した木造住宅を除却し,建
物の共同化を図ると同時に,災害
時に有効となる避難路や公園の
整備を行う。

地区面積：約0.4ha
共同利用区：約1,960㎡
個別利用区：約840 ㎡

建物規模：
RC造：地上８階
高さ：約２４ｍ
建築面積：約 940㎡
延床面積：約4,500㎡

用途：
住宅(６０戸)

総事業費 約１９億円

権利者数：４５名

補助136号線

事業前

公園

個別利用区

防災施設建築物

（共同住宅）

補助136号線

事業後
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東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制

 準防火地域のうち、知事が指定する区域において、

建築物の防火規制を強化

整備前整備前

▼
延べ面積500㎡（又は３階以上）

▼

準防火地域の制限 木造・防火構造建築物 準耐火建築物 耐火建築物

新たな
防火規制区域の制限

▼

耐火建築物準耐火建築物

○都内実績：２０１２年５月現在 約３，１７０ha（11区1市）

延べ面積500㎡（又は4階以上）

1500㎡（又は4階以上）

事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～
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【新たな防火規制区域の指定状況 】

重点整備地域

整備地域

新たな防火規制

防火地域

事例紹介～市街地の不燃化～事例紹介～市街地の不燃化～

2012年５月現在

都内 3,170ha指定
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木密地域不燃化
１０年プロジェクト
木密地域不燃化
１０年プロジェクト

プロジェクトの目標

取組の方向
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「木密地域不燃化10年プロジェクト」の目標「木密地域不燃化10年プロジェクト」の目標

防災上危険な木密地域を

燃え広がらない・燃えないまちにする

特に甚大な被害が想定される整備地域（約7,000ha）を対象に、

１０年間の重点的・集中的な取組を実施

市街地の不燃化を促進し、延焼による焼失ゼロの
「燃えないまち」を実現

延焼遮断帯の形成を促進し、「燃え広がらないまち」
を実現

首都直下型地震の切迫性 や 東日本大震災の発生を踏まえ、

木密地域の改善を一段と加速
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区と連携した市街地の不燃化の促進

• 新たな防火規制の対象区域を大幅に拡大

• 特に重点的・集中的に改善を図るべき地区を指定

し、整備プログラム認定し、特別の支援制度（不

燃化特区）を構築

取組の方向取組の方向

延焼遮断帯を形成する主要な都市計画道路の整備

• 路線を指定して、関係権利者の生活再建等のため

の特別の支援を行う新たな制度（特定整備路線）

を構築

地域における防災まちづくりの気運醸成

• 地域密着型集会や個別相談などを実施
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木密不燃化10年プロジェクトの整備イメージ木密不燃化10年プロジェクトの整備イメージ

< 現状 >

都市計画道路計画線
（未整備）

木造密集市街地

<不燃化特区・特定整備路線指定時>

不燃化特区

コア事業
実施区域

特定整備路線

< 整備後 >

コア事業による共同化等

不燃化建替え、生活道路・公園等の整備

都市計画道路の早期整備

沿道建物の不燃化・耐震化


